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特定非営利活動法人 日本障害者協議会    

意見（理由も含め 1,000文字以内） 

 障害者差別解消法の基本方針は、日本が批准した権利条約に基づくべきであり、障害を

理由とする差別の禁止に関する法制についての差別禁止部会の意見も大切な基準である。

そうした基準に照らして改善と明記を求める。 

１．合理的配慮の不提供は差別に当たることを明記すべきである。 

２．労働及び雇用分野の差別解消のための措置は障害者雇用促進法に委ねられているが、

差別解消法策定の過程で基本方針はこの分野も適用するとされている。このため、差別

解消法の基本方針において、雇用促進法との整合性を明記すべきである。 

３．相談及び紛争の防止等のための体制の整備については、実質的な救済を行う観点から、

既存の相談機関と、法律の専門家や障害当事者等、専門性及び対応力を持ち合わせた機

関等との連携を図ることを明記すべきである。 

４．国や地方自治体による差別解消に向けての啓発活動は社会に大きな影響を及ぼすこと

を踏まえ、基本方針において社会の偏見や障害者を排除するような有害な慣行等の具体

例を示し、これらを社会から一掃することが共生社会の実現につながるということを行

政機関、事業者等国民各層に発信するべきである。 

５．障害者差別解消支援地域協議会への障害当事者の参画を明記すべきである。 

６．地方自治体の対応要領が努力義務であることにより差別解消のための措置がとられず、

法の趣旨が損なわれるという事態が生じないよう、地方自治体は積極的に差別解消に取

り組むべきであることを明記すべきである。 

 同様に、民間事業者の対応指針及び合理的配慮の提供についても、積極的に差別解消

に取り組むべきことであることを明記すべきである。 

７．差別解消法附則第七条で、法の施行後３年後の見直しを規定している。以上６項目を

含む万全の体制をもっての平成２８年の法施行は言うまでもないが、法改正に当たって

は次の事項についても改善を求める。  

１）差別解消法の対象には、社会生活の様々な場面で排除や不利益な取扱いを受けている

障害者の家族を含めること。 

２）「車いすに乗っている」「精神科病院に通院している」「手話通訳を必要としている」等、

障害に付随した理由から発生する差別も不当な差別的取扱いに位置づけること。 

３）差別解消支援地域協議会については、各地で数多くのモデル事業を実施し、実績を踏

まえて裁判外紛争解決の仕組みを整備すること。 

以上 


